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は じ め に

民主主義はどのような条件のもとで，どのよ

うに安定的になるのか。本稿ではこの問題をめ

ぐるこれまでの先行研究をサーベイする。

民主主義をめぐる実証主義的理論研究（posi-

tive political theory）のなかにはいくつかの流れ

がある（注１）。ひとつは民主主義体制を所与のも

のとして，そこで生み出される政治過程，政策

結果などをどのように説明するのかという流れ，

もうひとつは政治体制変動の問題として，権威

主義体制，独裁体制から民主主義体制への移行

がどのように起こるのかを説明しようとする議

論である。前者はアメリカ政治研究や先行民主

主義国の比較政治研究の主要なテーマであり，

後者は途上国を対象とする比較政治学の中心的

なテーマであった。

民主主義がどのような条件のもとで，どのよ

うに安定的になるか，という問いは，こうした

これまでの民主主義をめぐる実証主義的理論研

究の２つのテーマのあいだに位置づけられると

考えられる。それは，政治過程分析や民主化分

析とは異なる議論を別個に提示するということ

ではなく，双方の議論を統合した議論を提示し

ていくということである。民主主義における政

治過程分析はその体制・制度によって引き起こ

される結果を説明することであり，その結果が

政治過程に関わるプレーヤーたちの民主主義制

度に対する行動を決めていくことにつながる。

その制度が特定のプレーヤーにとって好ましい

結果をもたらさないとすれば，その制度が不安

定化していく。一方，民主化の分析は，民主主
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《要 約》

民主主義の安定をめぐる議論は，民主化の議論と民主主義制度の生み出す政策帰結の議論という２

つの民主主義研究の流れの双方の上に立つものである。経済発展と政治体制，社会構造と政治変動，

政治的主体の戦略的行動といった民主化をめぐるこれまでの議論に対し，ゲーム理論の導入はこれら

を統合した議論を生み出そうとしており，さらにそれは実証主義的な民主主義研究との接合を進め，

より一般的な政治体制の理論を生み出す可能性を見せている。
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義体制・制度の成立の条件を明らかにすること

であり，その条件が民主化後の政治体制，制度

の継続の条件を決定すると考えられる。

以下では，まず民主化をめぐる研究を整理し，

それが民主主義の安定の議論に与える意味を考

える。その上で，比較政治学において重要な役

割を果たすようになった合理的選択制度論の立

場から，民主主義の安定を均衡として説明する

議論を整理する。最後に，民主主義が生み出す

政策結果とそれをめぐるプレーヤーの戦略的行

動について整理し，それが民主主義の安定に与

える影響を考える。その際，プレーヤーを規定

する経済発展と所得格差，政策結果としての再

分配の問題を中心にすえる。

Ⅰ 民主化と民主主義

１．民主主義の定義

民主主義の議論を始めるにあたって，まず，

民主主義の定義を確認する必要があろう。民主

主義について規範的な立場から様々な議論があ

り，また，実証主義的な立場からも，民主主義

の度合いを測る指標の多様性が提起される。実

証主義的な研究においてもっともよく使われる

のはシュンペーターによる定義である。それは

「民主主義的な方法とは政治的な決定に到達す

るための制度的取り決めであり，その制度的取

り決めは，そのなかで人々からの票を獲得する

ための競争を通じて，ある個人が決定を行う権

力を獲得するものである」というものである

［Schumpeter１９７６，２６９］（注２）。この定義の重要

な特徴は，民主主義を制度としてとらえている

ことである。こうした制度の存在が民主主義で

あると考えることは，ある社会が民主主義を採

用しているのか，その他の形態を採用している

のかを区別するのに有効な指標を提供する。本

稿でも，このシュンペーター的民主主義の理解，

すなわち，政治的競争のなかで多数から支持を

受けた者が政治権力を持つという制度の存在の

有無，を民主主義体制の判定基準として取り扱

うこととする（注３）。なお，理論的な議論とは別

に，民主主義を実証分析する研究においては，

民主主義と非民主主義を二分化する方法とは別

に，政治体制の区分を連続的なものと考え，民

主主義の度合い，程度といったものを想定して

定義を考えることもある。包括的参加と異議申

し立てを２つの指標にするDahl（１９６１）のポリ

アーキーの議論は，そうした定義の基礎となっ

ている。実証分析（特に定量的分析において）に

おいては，従属変数となる政治体制を不連続な

ものと設定するか（民主主義と非民主主義という

二分法や，さらに半民主主義を加えて三分法），連

続的なものと設定するかは，重要なポイントと

なるが，実証分析から離れて民主主義の安定を

理論的に考察することに焦点を絞った場合，民

主主義か非民主主義かという二分法が理論を明

確にする上で有効であろう（注４）。

一方，民主主義が安定するとはどういうこと

だろうか。民主主義がその社会において安定的

に確立した状態を，多くの研究者が「民主主義

の定着」（democratic consolidation）と呼ぶ。Linz

and Stepan（１９９６，５）は，これを「民主主義が

唯一の選択肢となった状態」（the only game in

town）とのフレーズで表現するが，そこでは，

重要な勢力・アクターが統治，紛争解決などに

おいて民主主義の手続きに従うという状況を指

し示している。実証的な検証作業をする際には

民主主義が定着していることを測る指標をどの

������� 研究レビュー �������������������������������������

56



ようにとるのかについて論争が予想されるが，

それは安定，定着ということよりも，民主主義

をどのように測るかという定義の問題と密接に

関わる問題である（注５）。理論的な考察を行う前

提として，民主主義の安定を定義するには「唯

一の選択肢」という定義で十分と考えられる。

なお，民主主義の安定を議論するうえで留意

すべき点は，古い民主主義と新しい民主主義の

相違が与える影響である。民主主義の安定を議

論する上で，古い，新しいという相違が問題と

なるのは以下の２点においてであろう。ひとつ

は新しい民主主義が経済発展の途上段階にある

国々に特有の現象である点である。もうひとつ

は，新しい民主主義そのものの特徴，すなわち，

民主主義を経験した時期が短い，民主主義の「年

齢」が「若い」という点である。前者について

は，経済発展，さらには所得格差の問題と民主

化，民主主義の安定という論点と大きく関わる。

これはすなわち，先進諸国（多くが欧米諸国）

と発展途上諸国の民主主義の違いということに

なる。発展途上諸国の経験している経済成長段

階では，所得格差が大きくなるという問題を生

みやすく，先行している民主主義国に比べて異

なる所得階層間の利害の対立が深まりやすい。

後述の所得格差と民主主義の安定を考えるモデ

ルに則して考えれば，経済が発展途上の新しい

民主主義国では，民主主義の不安定要因を抱え

ることになる。後者については，民主主義，特

にその制度が継続するということ自体が内生的

に制度の継続にどのような影響を与えるのかと

いう論点と関係していく。民主主義制度の存在

する期間の長さ，いわば「年齢」の，民主主義

の安定に与える影響について，おそらくさらに

２つの視点が重要だと思われる。ひとつは民主

主義制度が長く存在することによって，将来的

利得の見通しと長期的利得計算の可能性が高ま

ること，そして慣性が生まれることである。こ

れはフォーマルな制度そのものとともに，それ

に付随するインフォーマルな制度が形成されて

いくことも関連している（注６）。

本稿では，新興民主主義を対象とするもので

あるが，それは古い民主主義を考察の射程外に

置くことを意味するのではなく，以上述べた２

つの論点を意識して，古い民主主義と新しい民

主主義双方を包括的に説明する実証主義的理論

を提示することを最終的な目的としている。

２．民主化と民主主義の安定の理論

比較政治学におけるこれまでの民主化の理論

については２つの大きな潮流があった。ひとつ

は，構造的理論（近代化論），もうひとつはア

クター中心の理論である（注７）。

（１）近代化論

学説史としてみれば，構造的理論は民主化研

究の初期から一貫して重要な位置を占めてきた。

経済発展が階級間のバランスを変える，あるい

は新しい階級を登場させ，そうした社会構造の

変化が民主化をもたらすと考えるのがこの流れ

である。それは経済発展と社会構造の変化を中

心にすえているがゆえに近代化論とも呼ばれた。

中でも，Lipset（１９５９）は，近代化論を明確に

提示し，その後の議論の流れを作ったといえ

る（注８）。リプセットは経済発展と民主主義のあ

いだに統計的に相関関係があることを示し，そ

うした相関関係が存在する理由として，中産階

級（ミドル・クラス）の登場を指摘した。経済

発展が生み出した新しい中産階級という階層は，

民主主義的規範を保持するとともに，長期的な
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視野にたった判断・行動を行い，より上層のエ

リートと下層の大衆の対立を緩和する働きをす

ると考えられている。そして，こうした中産階

級が存在しない社会では，上層エリートによる

寡頭支配か，下層階級による全体主義的独裁支

配のいずれかが発生するとしている。中産階級

の役割を強調するこの議論には，初期の政治文

化論的意味付けもあり，中産階級が持つ価値観

にも注目しているところが特徴だろう。その意

味で，Almond and Verba（１９６３）のシビック・

カルチャーの議論と共通するところも認められ

る（注９）。

近代化論は，その後，民主化理論のなかで２

つの論争を生み出してきたように思われる。ひ

とつは，どの社会階層が民主化において中心的

な役割を果たしたのかという議論であり，もう

ひとつは経済発展と民主化の間に本当に因果関

係が存在するのかという議論である。後者は計

量的手法を用いた実証研究の流れにつながって

いく。

社会階層を軸に重要な議論を提起したのが，

リプセットの後，中産階級とほぼ同じ社会階層

を指し示すブルジョワジーの役割を重視した

Moore（１９６６）である（注１０）。「ブルジョワジーな

くして民主主義なし」［Moore１９６６，４１８］とい

う言葉に代表されるこの研究は，経済発展が社

会階層間の勢力バランスを変化させ，それが政

治体制の変更を生み出すという点で，リプセッ

トの議論を踏襲したものである。ただし，ムー

アは，経済発展が単線的に民主化に進むとは考

えず，社会階層間の勢力バランスのあり方の相

違が，政治体制としても，異なる形態を生み出

すことを示している。その意味で，ムーアの議

論は，単線的な政治発展を想定する近代化論と

は異なる。そこでは，民主主義のほかに，ファ

シズム，共産主義全体主義がブルジョワジーの

勢力が弱いときに発現する形態として想定され

ている（注１１）。農業の商業化にともないブルジョ

ワジーが勢力を有するようになり，国王や土地

をその勢力の基礎とする貴族，あるいは農民階

層に対し，強い立場に立てるようになったとき，

民主主義が生まれるとムーアは考えた。

民主主義成立に関して，以上のようなリプセ

ット，ムーアの中産階級やブルジョワジーを重

視する議論に対して，労働者階級の役割をより

重視すべきだという立場が，Rueschemeyer,

Stephens and Stephens（１９９２）やCollier（１９９９）

などによって提起されている。ロイシュメーヤ

ーらは，中産階級，ブルジョワジーの役割を認

めながらも（注１２），労働者階級が一貫して民主化

を支えてきた勢力であると考える。彼らは，都

市化，生産様式の変容，運輸通信の発達のなか

で，労働者階級が，中産階級と提携しながら，

土地を基礎としたエリートに対抗し彼らの勢力

を弱めていったことが重要であると指摘する。

ただし，コリアーは，労働者階級の役割を評価

した上で，労働者階級の役割は一貫したもので

はなく，近年の民主化の事例は労働者階級が，

より古い民主化の事例は中産階級が率先しても

たらしたものであることを主張し，時代によっ

て民主化の主役となる階級が異なるとしている。

経済発展と階級に注目したこうした民主化の

議論は，その延長線上に，経済と社会を中心と

した民主主義の安定のモデルを考えていくこと

になる。すなわち経済発展を民主化の条件とす

れば，より豊かな経済が民主主義を安定化させ

ることになり，それにともなう社会階級の勢力

バランスの変化を民主化の条件とすれば，民主
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化をもたらした社会階級の勢力の安定を条件と

して民主主義が継続すると考えられるからであ

る。経済や社会を重視した民主主義の安定の議

論は，ムーアらの議論から直接導き出されるも

のではないものの，こうした背景を持っている

と考えてよい。

一方，経済発展と民主主義の安定については，

実証的な研究が先行している。Przeworski et al.

（２０００）は経済発展と民主主義の関係を計量の

手法をつかって分析した代表的なものである。

ここでは１９５０年から１９９０年までの世界１４１カ国

のデータをもとに，経済発展と民主化の間に因

果関係があるかどうかが推計，検証されている。

その結果，経済発展が民主化を引き起こすかど

うかについては，統計的に有意な関係が見られ

なかったものの，経済発展の度合いが高いと民

主主義が崩壊する確率が極めて低くなることが

認められた。すなわち，少なくとも民主主義の

安定には経済発展が寄与するということである。

これに対して，プシェボウスキらの検証の方法

に問題があり，この問題をうまく取り除いて推

計すると，民主主義の安定だけではなく民主化

にも経済発展は影響を与えていることを確認で

きる，という批判が提起されている。Boix and

Stokes（２００３）は，経済発展を果たした国の多

くがすでに民主主義となっているためそうした

国では民主化という体制移行現象の件数が少な

いこと，経済発展と民主化という現象が出現し

始める１９５０年以前の時期が検証からはずされて

いること，冷戦下でのソ連の圧力というような

変数が省かれていること，などからプシェボウ

スキらの検証に問題があるとし，あらためてこ

うした点を修正したうえで回帰分析を試みてい

る。その結果，経済発展が民主主義の安定だけ

でなく民主化にも影響を与えることが示されて

いる。さらに所得格差の度合いが，実は，経済

発展よりも民主化，民主主義の安定双方に大き

な影響を与える要因となっていることも示され

ている。また，Epstein et al.（２００６）は，プシェ

ボウスキらが従属変数として，民主主義と非民

主主義という二分法を用いたことの問題を指摘

し，民主主義，半民主主義，非民主主義という

三分法で表し，回帰分析を行った結果，こちら

も，経済発展が民主化と民主主義の安定双方に

与える影響を確認することができた（注１３）。

こうしたなか，理論的にも，経済発展そのも

のよりも所得格差のほうが民主化の問題と関係

が深いという主張がされるようになった［Ro-

sendorff２００１；Boix２００３；Acemoglu and Robin-

son２００６］。こうした議論では，経済発展が一

見民主化と関係が深く見えるのは，所得格差と

経済発展の相関が高いためであり，本来の独立

変数は所得格差であると主張される。そのなか

で，従来の社会階級による民主化の説明の議論

は，社会階級の役割を重視するということを超

えて，所得格差の問題と密接に関係するなかで

議論されるようになっている。この所得格差と

民主主義の安定の問題については後述する。

そうしたなかで，経済発展と民主主義の間に

は因果関係があるのではなく，他の変数が双方

に影響を与えている［Acemoglu and Robinson

２００６；Robinson２００６］あるいは経済発展と民主

主義はセットになってお互いに相互作用を及ぼ

しながら社会秩序を生み出している［North,

Wallis and Weingast２００６］という議論も提起さ

れるようになった。

なお，社会階級とは別に社会に焦点を当てた

ものとしては，市民社会の存在が民主主義を安
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定させるという議論［例えば，Diamond１９９４；

１９９７］が注目されるものだろう。また，もうひ

とつ重要なものとしては，民主主義の安定を直

接議論したものではないものの，Putnam（１９９３）

は，社会関係資本（social capital）が民主主義の

機能に重要な役割を果たすと主張し，社会に存

在する規範を民主主義を支えるものとして再登

場させた。興味深いのは，パットナムは，社会

関係資本，あるいは一般に社会の規範の問題を，

社会に特有な文化というような単純な政治文化

論のなかで取り上げているわけではないことで

ある。その第６章で明示的に，合理的選択論の

論理との接合性を意識したうえで，集合行為問

題を解決し，プレーヤー同士の協力を均衡とし

て導くものとして規範の問題をとらえようとし

ている（注１４）。これは後述のゲームの均衡として

制度をとらえる流れにそったものであり，規範

は非公式の制度として扱われている（注１５）。

（２）プレーヤーの戦略的行動，政治制度の外

生的効果

経済発展や階級が民主化や民主主義の安定を

規定しているという流れに対して，有力な政治

勢力，特にエリートの中でのプレーヤーの戦略

的な行動の相互作用によって，民主化を説明し

ようという流れが別にある。その代表的な例は，

O’Donnell and Schmitter（１９８６）である。オド

ンネルとシュミッターは権威主義体制が崩壊し，

体制が転換していくのは，政権内の２つのグル

ープの亀裂に起因すると考える。２つのグルー

プとは強硬派（hard−liners）と穏健派（soft−liners）

である。権威主義体制はそもそも，その体制が

「政治秩序を安定させる長期的な解決策であり，

また，その社会の統治にとって最適な様式であ

る」という正統化の論理に依存するが，強硬派

とは，権威主義の永続化が可能であり，かつ望

ましいと考えるグループであり，一方，穏健派

とは，将来的にその体制を正統化するために選

挙が必要だと考えるグループのことを指す。制

度的制約，歴史的制約，軍の政治化の程度など

の文脈のなかで，この２つのグループの亀裂を

起因として，まず政治的な自由化が起こり，そ

れが民主化につながっていく，というのがオド

ンネルらの理解である。政治的自由化とともに，

こうしたエリート内の２つの異なる志向性を持

つグループに加え，反政権派も交え，三者の相

互関係によって民主化のプロセスは生み出され，

そのなかで，様々な「協定」（pacts）が重要な

役割を果たす，というのも，彼らの主張の重要

な部分を占める。オドンネルらは，社会階級の

役割を無視しているわけではなく，ブルジョワ

ジー，中産階級，労働者階級などが民主化を進

める勢力となることに触れ（pp.４９―５４），また，

不平等の大きい社会ではブルジョワジーが軍部

と結託し，民主化過程における新しいプレーヤ

ーの出現を制限するということにも触れている

（p.６９）。しかし，その説明は，経済発展の程

度とは関係なく，エリート内のプレーヤーの計

算，戦略的判断，相互作用，といったものを中

核としている。

こうした民主化の説明は，民主主義の安定に

ついても，エリートの戦略的行動によって説明

するということにつながっていく。そして，民

主主義体制下でのエリートの戦略的行動を規定

するものとして，政治制度，とりわけ政府の形

態の相違がどのような結果を生み出すのかに関

心が注がれることになる。代表的なものがLinz

and Valenzuela（１９９４）である。リンスらは，

政府の形態が民主主義の安定に与える影響を分
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析したが，この本のなかでもLinz（１９９４）は大

統領制が民主主義の安定を阻害するという主張

を明確にし，Stepan and Skach（１９９４）が定量

的にそれを実証しようとしている。Linz（１９９４）

は，大統領制は政治体制を不安定化させる構造

的問題を抱えているとし，大統領と議会の二重

の民主主義的正統性，紛争の可能性の高さ，紛

争解決の明確なメカニズムの欠如，大統領選挙

のゼロ・サム的特徴，多数派の勢力独占，潜在

的な分極，大統領の固定任期と再選禁止による

硬直性，などをその主要なものとしてあげてい

る。大統領制が不安定な民主主義を生み出すか

どうかについてはこの後，論争が起こり，選挙

制度も同時に加味して考えるべきであるといっ

た主張も提起されている［Mainwaring and Shug-

art１９９７］。また，関連して，Lijphart（１９９９）は，

議院内閣制と比例代表制の組み合わせによる

「合意型モデル」の政治制度が民主主義の質を

高めると議論する。こうした議論は，いずれに

しても，政治制度（政府の形態にしても，選挙制

度にしても）が外生的に民主主義の安定を規定

するという理解に立っている。

さらに，Linz and Stepan（１９９６）は，アクタ

ーを中心とした民主化，民主主義の安定の説明

をより包括的に行ったものである。そこでは，

南ヨーロッパ，南アメリカ，そして共産党支配

崩壊後のヨーロッパの事例から，帰納的な手続

きに沿って，民主主義の安定について，アクタ

ーの行動と，それを規定する歴史的，制度的要

因から説明を加えようとしている。リンスとス

テパンが民主主義の安定に関して重視する要因

は７つあり，それは◯１国家性，◯２民主化以前の

政治体制とそれが規定する民主化への経路，◯３

民主化以前の政権の制度と指導者のタイプ，◯４

移行プロセスの開始者，◯５国際的影響，◯６経済

発展の正統性付与，◯７憲法制定を取り巻く環境，

である。特に最初の２つ，すなわち国家性と以

前の政治体制とそれに規定される経路の２つの

重要性を，マクロ要因として強調する。ここで

国家性とは民族的な政治社会の亀裂の度合いと

ほぼ同義と考えられる。これは，アクターの行

動を規定する歴史的構造的な要因を重視したも

のとも言える。その一方で，経済発展の影響，

社会階級の行動については，ほとんど関心を払

ってはいない。その意味で，近代化論とは異な

る説明を試みている。

（３）経済条件とプレーヤーの行動

民主化，そして民主主義の安定をめぐる近代

化論とアクター中心の議論は，ゲーム理論の導

入を通じて，ひとつの理論への統合が試みられ

るようになる。ゲーム理論を使った民主化，民

主主義の安定の研究は，民主主義を制度的均衡

と考える。すなわち，民主化とは，プレーヤー

が，それぞれの利得を高める戦略を取った結果

として民主主義が選択されるということであり，

民主主義が安定するというのは，すべてのプレ

ーヤーにとって，民主主義から離脱するインセ

ンティブを持たない状態と考えることである

［Przeworski１９９１，２６］。そこで，ゲーム理論は，

プレーヤー，プレーヤーの戦略，プレーヤーの

利得の３つの構成要素をもとに，どのような均

衡が生まれるかについて論理を提供する。ゲー

ム理論の方法を用いる立場からすると，これま

での近代化論，そしてアクター中心の議論は，

それぞれこうしたゲームの３つの構成要素がい

ったい何であるのかを明確にする役割を果たし

ている。近代化論における社会階級，アクター

中心の議論におけるエリート，などはプレーヤ
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ーを特定することであり，経済発展や歴史的制

度的文脈は，プレーヤーの戦略と利得がどのよ

うに規定されるのかを明らかにするのである。

Boix（２００３）やAcemoglu and Robinson（２００６）

は再分配をめぐる階級間の対立が民主化，民主

主義の安定を決定するとし，こうした議論の代

表的な存在となっている。

一方，方法論的に，ゲーム理論を中心とした

議論がこれまでの近代化論やアクター中心の議

論と決定的に異なるのは，それが演繹的な推論

を行うということである。経済発展と社会階級

による説明（近代化論），歴史的制度的要因と

アクターの戦略的行動による説明は，基本的に

帰納的な方法を用いたものである。民主化の論

理，民主主義安定の論理は，観察された事例か

ら推論される形をとっている。これに対して，

ゲーム理論を用いた研究は，前提を明確にした

上で，そこから論理を組み立てていく。このよ

うなアプローチの違いは，民主主義制度をも含

めた制度の研究において，２つの流れを作り上

げている。帰納的な議論は経路依存に重きを置

く歴史制度論と呼ばれる流れ，演繹的な議論は

合理的選択制度論と呼ばれる流れである［Hall

and Taylor１９９８；Thelen１９９９］（注１６）。

以下では，民主主義制度に焦点を当て，近年

の民主主義の研究の中核を担うようになった，

「均衡としての民主主義制度」というゲーム理

論を使った議論に焦点を当てて，整理する。

Ⅱ 均衡としての民主主義制度

あらためて民主主義の安定の定義を考えてみ

ると，それは，すでに触れたように，民主主義

が唯一の選択肢となった状態のことを指す。い

かなる勢力も民主主義制度以外の方法によって

目的を達成しようとしたり，紛争を解決しよう

としたり，その制度から離脱しようと考えたり

しない状態のこと，と言い換えてもよい［Linz

and Stepan１９９６，５―６］。これは，主要なプレー

ヤーが民主主義制度から離脱するインセンティ

ブを持たない，と考えることができるので，こ

うした状態を「民主主義制度が均衡となってい

る」と表現することができる。

こうした均衡としての民主主義を理解するの

にあたって，民主主義が崩壊する２つのパター

ンを想定するとわかりやすい。民主主義崩壊の

パターンのひとつは，権力外の主体が民主主義

の制度が規定する以外の手段で政権を転覆し権

力を奪取する，あるいは政権の支配下から離脱

する場合である。社会に存在する特定の集団が

（市民だったり，選挙の敗者だったり，少数派民

族集団だったり）が，暴力やその他の手段によ

って政権転覆を試みたり，あるいは分離独立を

行ったりすることなどがこの場合に当てはまる。

もうひとつは，権力者が民主主義の制度を超え

て，あるいは制度を停止して，権力外の主体に

対して侵害行為を行う場合である。政権による

選挙結果の無視や選挙の停止などがこの場合に

あたるだろう。逆に言えば，権力外主体，権力

者双方が，民主主義の制度を遵守するインセン

ティブを持てば，民主主義は安定するというこ

とになる［Weingast２００４］。そうした場合，ど

のような条件のもとで，こうした諸主体が民主

主義の制度を守るインセンティブを持つのかを

探ることが，重要になる。

１．均衡としての民主主義制度

民主主義の安定を民主主義制度が均衡となっ
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た状態であるということをゲーム理論の論理を

つかって明確に指摘したのは，Przeworski

（１９９１）である。民主主義制度が均衡となるに

は，その制度において敗者が政治的競争に負け

たという結果を受け入れるインセンティブを持

つことが重要となる。プシェボウスキは，諸勢

力によって民主主義制度が遵守される状態が実

現するのは，◯１制度が均衡となっているからと

いう説明，◯２制度が契約として受け入れられて

いるという説明，◯３制度が規範に支えられてい

るという説明，の３つの説明のいずれかによる

と想定する。このうち，制度が契約となってい

るという説明については，そもそもその契約を

実効化（enforce）する外的な主体を前提しなけ

ればならず，政治制度に関してはそうした外的

主体が存在しえないとする（裁判所にしてもそ

の役割は限定されている）。また，規範による説

明に対しては，政治主体がどうしてそのような

規範にコミットするのか十分に説明しえないと

批判する。それゆえ，彼は，均衡としての民主

主義制度を採用すると主張する。このプシェボ

ウスキの議論に沿うと，民主主義制度が守られ

るのは，誰に強制されるわけでもなく，各主体

が自発的にその制度を守るというインセンティ

ブを持つという，自己拘束的（self−enforcing）

な状況が存在することが必要となる。

プシェボウスキは，民主主義制度が自己拘束

的になる条件として，敗者が将来の権力獲得の

見込みを含めて利得を考慮し，民主主義制度に

従うことが，民主主義制度を転覆，あるいは離

脱するような行為よりも高い期待利得を提供す

ることを考えている（注１７）。これは，繰り返しゲ

ームにおける利得計算の問題と言い換えること

ができよう。そこで重要なのは，将来の利得の

割引率（discount factor）が十分大きい（将来の

利得は大きく減じられないということを意味する）

という条件とともに，「政治の賞金」（the stakes

of politics）の制限，すなわち権力を取得した勝

者が行使できる権力の程度を，あらかじめ小さ

く制限しておくことだとされる［Weingast２００２］。

「政治の賞金」が低ければ，権力者が制度を侵

害して権力の座に居座るインセンティブを低く

することが可能であるし，また，敗者も競争に

敗れたことによって大きく権利を侵害される可

能性が小さくなり，次の機会まで制度に従うイ

ンセンティブを持つことができる。これを別な

形で，プシェボウスキは，多くの集団にとって，

他の形態よりも好ましい基礎的な価値を提供す

ることが可能であり，それは恣意的な暴力の行

使から守られるということである，と表現して

いる［Przeworski１９９１，３１］。こう考えると，民

主主義制度が選択され，さらに安定するのは，

この制度が諸勢力間での将来的な機会主義的な

行動を抑制するから，すなわちコミットメント

問題を解決するためである，という議論とつな

がっている。

２．コミットメント問題

North（１９９０）は，政治においても取引費用

の減少に資する制度の重要性を主張し，そのな

かでもコミットメント問題の解決が重要な意味

を持つことを指摘している。コミットメント問

題の解決とは，Williamson（１９８５）の言葉を借

りると，「事後の機会主義的行動に悩まされる

取引は，もし事前に適切な行動がとられれば有

益なものとなる。機会主義に対して機会主義に

よって対抗するよりも，『信頼に足るコミット

メント』を与え，また，受けるのが賢い」と表
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現される。この「信頼に足るコミットメント」

を制度が保障するということが，民主主義制度

の安定の根幹に位置するとの理解である。

一般に，取引（あるいは交換）が成立するに

あたって，その取引が合意どおりに実効化され

るかが問題になる。当事者が事後に機会主義的

な行動をとることが予測される場合，そうした

取引の合意が成立するのは難しい。特に問題と

なるのは，当事者にとって第３者となる外的な

実効化主体が存在しない場合である。このよう

な場合，制度が事後の機会主義的行動を抑制す

ることができれば，言い換えれば，当事者の「信

頼に足るコミットメント」を確保することがで

きれば，取引の合意が成立しやすい。民主主義

制度がこのコミットメント問題を解決する機能

を持てば，当事者はその制度に従うインセンテ

ィブを持ち，民主主義制度が安定することにな

る。

コミットメント問題解決のために制度が果た

す機能にはいくつかある。◯１機会主義的な行動

があっても，片方の当事者が，最低限自ら重要

と考える権利に関して，拒否権を行使すること

が可能な制度の存在である（拒否権の設定）。拒

否権が行使された場合，現状が維持される。ま

た，◯２独立性を有する代理人（agent）に対し，

権限を委任する（委任，delegation），というの

もコミットメント問題解決の重要な方策である。

裁判所や，選挙管理委員会の独立性の確保と権

限の委任というのはその具体的な例である［We-

ingast２００２］（注１８）。委任は外的な実効化主体の議

論とも考えられるが，代理人への委任が当事者

たちのイニシアティブ，合意によって行われて

いるのであれば，それは民主主義制度に内生的

なもの（endogenous）であると考えることがで

きる。そして，◯３機会主義的な行動に対し，十

分大きなコストを与えることである。すなわち，

裏切り行為が発生した場合，制裁を与えるとい

う脅威を確かなものとすることである。そうし

た脅威を支えるような制度の存在も自己拘束的

な民主主義制度の成立には重要な意味を持つ。

確かな脅威を確保するような制度とは，確かな

脅威を与える主体がその内部において集合行為

問題を解決できるような制度のことを意味する。

North and Weingast（１９８９）は，コミットメ

ント問題の解決から政治体制の安定，特に民主

主義制度の成立と安定を議論した代表的なもの

である。イギリス名誉革命を事例として，拒否

権プレーヤーを増加させる制度の導入により，

機会主義的行動を抑制し，信頼に足るコミット

メントを確保することの重要性を指摘した。具

体的には，議会，裁判所などに拒否権を与える

ことで，国王の恣意的な行動，すなわち，戦費

調達のための国王の経済収奪（同意なしの課税，

強制的な借金，独占権の付与）が抑制されたこと

が指摘される。このイギリスの名誉革命以後の

民主主義制度が自己拘束的になったのは，こう

した拒否権の設定に加え，国王が再び約束を反

故にした場合には追放という制裁がかなり高い

見込みで与えられることが名誉革命によって明

らかになったことと（「確かな脅威」），戦争に必

要な支出をまかなうのに十分な税収を議会が保

証したことによる。拒否権プレーヤーの増加は，

拒否権プレーヤー自身の制度遵守のインセンテ

ィブを高めただけでなく，そうしたプレーヤー

増加によって政府の行動の安定性，そして予見

性が高まったために，一般市民にとっても尊重

する機運が高まったと考えられている。

拒否権の設定にさらに注目して，民主主義制
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度の安定を議論したのが，Weingast（１９９８）で

ある。ここでワインゲストは，制度的に拒否権

がプレーヤーに与えられることによって，コミ

ットメント問題が解決され，制度が自己拘束的

になることをアメリカ南北戦争の事例を通じて

示した。南北戦争前のアメリカが政治的に安定

したのは，連邦政府においていずれの区域（北

部，南部）も優位になることのないような制度

的保護が設けられたためであるとし，それは北

部と南部が同数の州を持ち，奴隷州と自由州は

ペアで連邦に参加するというバランス・ルール

であるとした。このバランス・ルール（ミズー

リー協定）は上院において奴隷州と自由州が数

の上で拮抗することを意味し，大統領と下院議

会が一方に支配されることがあっても，もう一

方が上院を通じて拒否権を発動することのでき

る制度であった。この制度があったため，アメ

リカの民主主義制度は自己拘束的となったが，

北部の成長に伴うバランスの変更で上院におい

て北部自由州が多数派を占めることになり，奴

隷制度の保障というコミットメントがなくなっ

たことで，南北戦争が発生したとワインゲスト

は考える。

Acemoglu and Robinson（２００６）は，民主主

義制度を，エリートの機会主義的行動抑制のた

めの制度としてとらえる。それは，少数派のエ

リートが法律上の権力（de jure power）を掌握

している体制において（すなわち非民主主義的

体制），多数派の市民が事実上の権力（de facto

power）を獲得した場合，市民による脅威が強

まり，エリートが危機回避のために好ましい政

策を採ることが考えられる（この場合，市民に

とって望ましい再分配の実現）。しかし，そうし

た譲歩は短期的にあっても，将来的に継続する

保証はなく，ここにコミットメント問題が発生

する。民主主義制度を導入することは法律上も

多数の市民が権力を握ることであり，民主主義

制度を導入することで「信頼に足るコミットメ

ント」が確保され，エリートにとって危機が回

避される，というのがその主張である。

一方，こうしたコミットメント問題の解決を

もたらす制度ができない場合，民族紛争が発生

する，という議論も出ている。Fearon（１９９５）

は，ユーゴスラビアの紛争を例にして，チトー

体制崩壊後，新たに出現したマジョリティ・ル

ールのもとでは，多数派集団が少数派集団に対

して恣意的な抑圧を行わないというコミットメ

ントを確保することに失敗したことが重要な要

因となって，民族紛争が発生したと議論する。

民族的に分断された国家において民主主義の安

定する形態として，Lijphart（１９６９）の多極共

存型民主主義（consociational democracy）がよ

く知られているが，純粋なマジョリティ・ルー

ルを排し，民族集団の代表が政府に対し代表権，

あるいは拒否権を持つことで，民主主義が安定

するという議論は，明示的に議論されていない

ものの，このコミットメント問題の解決がその

論理の核心にあると考えてよい（注１９）。

３．確かな脅威と調整問題

コミットメント問題の解決には，すでに述べ

たように拒否権の設定，委任，そして確かな脅

威の３つが重要な役割を果たすとしたが，その

なかでも特に重要なのが，確かな脅威の存在で

あると考えられよう。機会主義的行為に対して

制裁を加えるという脅威の確かさが高ければ高

いほど，プレーヤーはコミットするインセンテ

ィブを持つ。これはゲーム理論の用語を用いれ
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ば，部分ゲーム完全均衡と呼ばれる均衡概念と

密接に関係する［Bates et al.１９９８］。例えば，プ

レーヤーが２者（権力者と市民）としたとき，

権力者が市民の権利侵害を行いそれに対して市

民が抵抗すれば，権力者はそれなりのコストを

引き受けざるを得ない。そのコストが侵害行為

によって得られる利得より大きくなれば，権力

者は市民に対して権利侵害を行わない。確かな

脅威が存在するということである（注２０）。

ここで問題となるのは，市民の側が凝集性の

強いプレーヤーでありうるか，ということであ

る。それは，市民の側が複数のプレーヤーに分

かれている場合（例えば民族集団や社会階層など

の社会的亀裂によって）に浮上する問題である。

市民が複数の集団・グループに分かれていると

き，ゲームは３者以上のプレーヤーによって展

開されることになる。こうした場合，市民の側

に集合行為問題が存在する可能性が生まれ，市

民の側からの権力者に対する脅威は確かなもの

とはならなくなる。こうした問題を民主主義と

法の支配の問題の中核にすえてモデル化したの

が，Weingast（１９９７）である。

ここでのワインゲストの主張は，異なる市民

集団間の調整問題を解決することが，権力者に

確かな脅威を与える条件であり，この調整問題

を解決するフォーカル・ポイントを制度が提供

するとき，この制度は自己拘束的になる，とい

うものである。ここで制度として想定されてい

るのは，民主主義制度を規定した憲法である。

その論理は以下のようになる。民主主義は，権

力者の権力行使が制限された形態であり，その

制限を越えた場合，市民からの抵抗にあって権

力者は権力を失うリスクを負う，と理解される。

権力者がその制限を認識し権力を失うリスクを

回避するため，その制限は自己拘束的になる。

しかし，その制限について市民の間で異なる理

解があるときには，権力者はその制限を越えて

市民の権利を侵害し，かつ市民からの一定の支

持を得ることが可能となる。このとき権力者の

権力に対する制限は自己拘束的とはならない。

ゆえに，民主主義の安定のカギは，この制限に

ついて市民間で共通の理解が形成されること，

すなわち市民間の調整問題が解決されることと

なる。異なる利益を持つ複数の市民の集団には

権力者による権力侵害が発生した場合，抵抗す

るか，服従するかの戦略セットをそれぞれ持つ

が，囚人のジレンマ状況が発生して，いずれの

市民集団も服従を選択するという均衡が生まれ

る。しかし，これが繰り返しゲームとなると，

割引因子が十分大きいという条件のもとで，協

力して抵抗するというのが均衡として可能にな

ってくる。この協力を生み出すには，すなわち，

調整問題を解決するには，フォーカル・ポイン

トの存在が重要である。協定（pact）や憲法が

そのフォーカル・ポイントを提供できるとき，

調整問題が解決され，権力者が権力の制限を受

け入れる自己拘束的な状況が生まれる。

こうした調整問題解決が確かな脅威を支え，

それが民主主義の安定に寄与するという議論は，

Putnam（１９９３）の議論と論理としては合致する。

ただし，パットナムは，市民間の調整問題が，

憲法によるフォーカル・ポイントの提供ではな

く，社会関係資本の存在によって解決されると

議論している。つまり，フォーマルな制度では

なく，いわばインフォーマルな制度への注目で

ある。パットナムは，社会関係資本を，「信頼，

規範，ネットワークなど，協調行動を容易にす

ることで社会の効率を改善することができるよ
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うな社会の組織」と定義している。この社会関

係資本は，水平的なものであり，この水平性の

ために社会に存在する集合行為問題を解決する

機能を果たすと考える。一方，パトロン・クラ

イアント関係は垂直的な関係であり，パトロン

とクライアント間でのコミットメント問題解決

には有効であるものの，一方では市民間の調整

問題を阻害する効果を持つ。

市民間の調整問題の解決機能という点から選

挙を考えたのがFearon（２００６）である。彼は，

選挙が調整問題を解決するための「情報の共有」

と「観察可能な指標」を提供する役割を果たす

と主張する。「情報の共有」とは，統治者がス

ケジュールどおりに選挙をしないなどの行為を

行った場合，それが反乱を行う基準（フォーカ

ル・ポイント）として機能するということ（シ

グナル）を指す。一方，「観察可能な指標」と

は，市民間で他者がどのレベルの厚生を統治者

から享受しているかわからない状況で，選挙の

結果は，他者が統治者からの厚生の分配に対し

て有している満足度を測り，それをシグナルと

して公にするという役割を果たすことを意味す

る。そこで，仮に，敗北という選挙結果に統治

者が従わないときは，反乱を起こす基準となる。

この２つの機能があることで，市民間の調整問

題が解決され，市民が反乱を起こすことが信頼

に足るものとなるので，統治者は選挙を実施し，

選挙結果に従うということになる。それゆえ民

主主義制度が自己拘束的になると考えるのであ

る。

なお，選挙の情報提供機能の重要性について

は，Przeworski（１９９９）が言及している。民主

主義制度が政治制度として支持されるのは，権

力者の交代を制度化しているためであり，将来

の交代の見込みが敗者の敗北受容と勝者の権力

乱用抑制の２つの効果をもたらしている，とい

うのが彼の議論の骨子であるが，しかし，その

場合，選挙の代わりにコイン投げによる表裏で

政権を決定することでも良いことになる。プシ

ェボウスキは，選挙を行うことの積極的な意味

を，社会における多数派と少数派の勢力分布に

ついての情報を明らかにする，ということに見

出している。そうした情報の提供をもとに，権

力者への脅威の程度が明らかになるとともに，

権力外主体の抵抗行動のコスト，成功可能性な

どが明らかになり，民主主義制度遵守のインセ

ンティブがもたらされると議論されている。フ

ェアロンの議論はプシェボウスキの議論を調整

問題の観点から発展させたものと位置づけるこ

とができるだろう。

Ⅲ 社会の亀裂，政策帰結（資源分配），

民主主義の安定

民主主義の安定が壊れるのが，権力外の主体

の側からの行動，あるいは権力者の側からの行

動のいずれかによるとすると，こうした行動が

生まれる背景に存在する権力外の主体と権力者

の間の溝はどのように発生すると考えるべきか。

比較政治学のなかでこれまで取り上げられてき

たのは，すでに触れているが，２つのタイプの

社会的亀裂である［Adserà and Boix２００８］。ひ

とつは民族集団による亀裂（注２１），もうひとつは

所得を基礎に規定される社会階層によって生ま

れる亀裂である。前者の議論と最も関連するの

は，民族集団間での対立に基づく内戦の発生や

少数派集団の分離独立運動である。後者の議論

は，ムーアから始まる一連の社会階層と民主化
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の議論といえる。この２つの亀裂はそれぞれ単

独に存在するとは限らず，両者が一致する場合

があれば，２つの亀裂が交差するなど，いくつ

かの亀裂のパターンが考えられる。ここでは，

主に社会階層を念頭に置きつつ，社会の亀裂と

民主主義の安定についてこれまでの実証主義的

理論の議論を整理してみる。

民主主義の制度，特に多数決のルールが，社

会的亀裂が存在する，つまり，利益の異なる複

数の集団が存在する場合にどのような政策帰結

を生み，その政策帰結が生まれることがこうし

た異なる利益を持つ集団の制度に対するコミッ

トメントにどのような影響を与えるか。これが

社会の亀裂の存在を前提とした場合の民主主義

制度の安定を議論する中核的な論点である。

一連の議論の基礎にあるのは中位投票者定理

（the median voter theorem）である。各個人が

単峰型の選好を持っているという仮定の上

で，２つの政策間の競争では，常に中位に位置

する投票者の選好が勝つ，というものである。

Persson and Tabellini（２０００）は，この中位投票

者定理をもとにして，異なる利益集団間の競争

と導き出される政策帰結についてのモデルを定

式化した。その核は再分配の程度をめぐる異な

る階層間の競争のフォーマル理論の提示である。

異なる社会階層は，再分配の度合いについて競

争し（それは税率という形で表される），中位投

票者の位置がどの社会階層によって占められて

いるかによって政策帰結が決定されるというこ

とが示され，その上で前提を緩めた拡張モデル

が提示される。集団の区分としては社会階層の

ほか，中央と地方，若年層と高年層，有職者と

失業者などが想定されるが，基本のモデルは異

なる２つの社会階層，すなわち，高所得者（エ

リート）と低所得者（市民）である。

ペルソンとタベリニのモデルは，民主主義の

安定の問題に広く応用されている。再分配率を

めぐる異なる所得階層間の競争は，Rosendorff

（２００１），Boix（２００３），Przeworski（２００５），Acemo-

glu and Robinson（２００６）といった議論を生み

出しており，民主主義をめぐる議論の大きなひ

とつの潮流となっている。これらは，また，い

ずれもゲーム理論を援用し，フォーマルな形で

理論を示している点でも，理論構築の方法に共

通性が見られる。いずれもエリートは低い再分

配（低い税率），低所得者層は高い再分配（高い

税率）を好むとし，非民主主義的制度，民主主

義的制度それぞれによって決定される再分配の

率によって実現される利得と，非民主主義的制

度ではエリートにとって政治的自由を抑圧する

コスト，低所得者層にとって反乱を起こすこと

で得られる期待利得（コストを含む）などを考

慮し，ゲームを組み立てている。

Rosendorff（２００１）は，所得格差が小さくな

れば，異なる社会階層の再分配をめぐる対立の

度合いも小さくなり，自らの利益を権威主義的

な制度によって保護するコストを回避するため

に，エリートは民主主義制度を提供するインセ

ンティブを持つと議論した。また，Boix （２００３）

は，所得格差の度合いと資本の流動性が，再分

配の度合いと異なる社会階層の利得構造を規定

し，所得格差が小さくなり資本の流動性が高く

なると，エリートの抑圧政策によるコストが高

くなり，民主主義制度が選択されると議論する。

これは，ローゼンドルフの議論と共通する部分

が多い。こうした議論の前提となっているのは，

民主主義制度を採用した場合，中位投票者が低

所得階層のなかに位置する（全体の所得の平均
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より中位投票者の所得の方が低いということ）こ

とから，多数決ルールに従えば，政策帰結は低

所得者階層の選好によって決定される，すなわ

ち高い再分配政策が実現する，ということであ

る。一方，非民主主義的な制度では，エリート

の選好にそった政策帰結（低い再分配）が実現

される。民主主義制度によって実現する政策帰

結（高い再分配政策）によって得られる利得と，

非民主主義制度によって実現する政策帰結（低

い再分配政策）によって得られる利得とを比較

した場合に，非民主主義制度下で予想される市

民（低所得者層）を抑圧するコストや反乱によ

って生じるコスト（権力を失うことを含めて）を

考慮しても，非民主主義制度によって実現され

る利得が十分高い場合には，民主化は起こらな

い。しかし，所得格差が大きくなければ，異な

る社会階層の選好の開きは小さくなり，民主主

義制度下でも非民主主義制度下でも実現する政

策帰結は利得を大きく異なるものにはしないの

で，あえて抑圧によってコストを抱えることが

むしろ利得を下げることになる。そうした場合

は，エリートは民主主義制度を採用する，とい

う論理である。一方，資本の流動性についても，

土地などの流動性の低いものが資本の中心とな

る場合，政治体制の変動に伴って海外に移転す

ることが難しく，政策の変更をそのまま甘受す

ることになるが，流動性の高いものが中心であ

れば，そうした政策変更の影響を避けることが

容易になる。よって，資本の流動性が高い場合

は，民主主義制度下での利得がそれほど小さく

はならないため，民主主義制度への移行が容易

になるということになる。

Acemoglu and Robinson（２００６）も基本的な

モデルの設定はボイシュらと同様のものである。

ただし，アセモグルらの論理では，ローゼンド

ルフやボイシュとは逆に，エリートと市民の格

差が拡大するほど体制変動の可能性が高まる。

アセモグルたちの研究で特徴的なのは，民主化

とともに民主主義から非民主主義への体制移行

も基本的に同じ論理のもとで説明した点である。

また，アセモグルらの議論はエリートが低所得

者層に対しその好ましい政策を実現することに

コミットすることを明確にし，反乱を回避する

ものとして民主主義制度をとらえていることで

ある。すなわちコミットメント問題解決の制度

的な装置として民主主義制度を位置づけている

のであり，その点でもそれ以前の議論からさら

に踏み込んだ議論ということができる（注２２）。そ

の背景にあるのは，市民からの反乱の脅威の度

合いへの注目である。これは先に触れたWein-

gast（１９９７）の議論と関係してくる。すなわち，

市民が市民階層内での集合行為問題（すなわち

ワインゲストのいう調整問題）を解決して，「確

かな脅威」を与えることができれば，エリート

にとってはコストが高くなっていくことになる。

しかし，一時的に市民の選好を反映した政策を

とったとしても，市民からの「確かな脅威」が

なくなったときに，エリートが再び自らの選好

に基づいた政策に変更する可能性は残る。将来

的にエリートが市民とのいわば「約束」にコミ

ットする保証はないということになる。そこで，

そうした将来の機会主義的な行動の可能性を封

じることで，市民の反乱を抑制し，自ら権力を

失うという最悪の結果を避けることになる。そ

れが民主主義制度の導入ということである。民

主主義制度が存在する限り，市民は多数派の選

好にしたがって政策を決定するので，少数派の

エリートの選好に引き戻されることはなくなる
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ということである。しかし，少数派となったエ

リートの利益が最低限保証されることがなくな

ると，今度は，抑圧のコストを伴っても非民主

主義制度において利益の確保を行いたいとエリ

ートたちは考えることになる。それが軍事クー

デタをエリートが支持し，非民主主義的政治体

制に体制が変動するという現象を生み出すこと

になる。保守的な政党が十分発達している民主

主義国が相対的に安定するという議論はこれと

関係してくる。つまり，エリートにとって自ら

の利益の極端な侵害を防ぐ制度的な枠組みとし

て保守的な政党が機能するからである。特に憲

法の改正が，少数派であっても保守的な政党の

合意がなければ不可能であるという状況があれ

ば，エリートが拒否権を一定程度確保すること

ができると言い換えることが可能であろう。こ

れは，先のWeingast（１９９８）の民主主義の安定

と少数者の拒否権の問題の論理と合致している。

む す び

民主主義の安定をめぐる議論は，民主化研究

の延長線上にあるとともに，アメリカ政治研究

などの民主主義の実証主義的研究とも密接に関

係している。比較政治学のなかでとりあげられ

てきた民主化研究の代表的議論は本稿でも見た

ように，経済発展と政治体制，社会構造と政治

変動，政治的主体の戦略的行動と制度外生的効

果といったものであった。ゲーム理論の導入は

こうしたこれまでの議論を統合した議論を生み

出そうとしている。そしてさらにそれはすでに

理論の精緻化が進んでいる実証主義的な民主主

義研究との接合を進め，より一般的な政治体制

の理論を生み出す可能性を見せている。

ここでもうひとつ重要な点は，政治体制の議

論が近年の制度をめぐる様々な議論の進展に影

響を受けていることである（注２３）。民主主義の安

定の議論は，より一般的な制度の変更，制度の

安定というより大きなリサーチクエスチョンの

なかに位置づけられ，その理論化に貢献してい

る。

（注１） 実証主義的理論研究とは別に，規範

的な研究（normative theory）も多くの蓄積を持

つ。政治理論研究（political theory）と一般的に

呼ばれるこうした研究は本稿の対象外である。

この分野については，例えばShapiro（２００２），

Dryzek, Honig and Phillips（２００６）参照。

（注２） 原文では，“The democratic method is

that institutional arrangement for arriving at politi-

cal decisions in which individuals acquire the

power to decide by means of a competitive strug-

gle for the people’s vote.” なお，シュンペーター

の定義を再検証，再評価したものとして，

Przeworski（１９９９）が重要。

（注３） 後述する主要な民主主義に関する実

証主義的分析においてもおおむねシュンペータ

ーの定義が使用されていると考えてよい。例え

ば，Linz and Stepan（１９９６，３）は，民主化の完

了を定義するなかで，「自由で包括的な投票の直

接の結果として権力を掌握する政府が成立する

ような政治的手続き」を民主主義として示して

いるし，Przeworski et al.（２０００，１５）は，「民主

主義とは，統治者が競争的選挙を通じて選抜さ

れる体制である」と定義している。Acemoglu and

Robinson（２００６，１７―１８）も，シュンペーター的

定義を基本にしたうえで，民主主義は，「政治的

平等」（political equality）の状態であり，相対的

に多数派よりの政策によって特徴づけられると

する。

（注４） 政治体制の定量的実証分析において

頻繁に使用されるデータセット「Polity IV」にお

いては，３つの基本的な要素によって民主主義
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を定義している。すなわち，「成熟し首尾一貫し

た民主主義は，例えば，操作のために以下のよ

うに定義される。それは，政治参加が制限され

ておらず，十分競争的であること，執政のリク

ルートが選挙によること，執政の長に対する制

限が本質的であること」［Marshall and Jaggers

２００６，１４］。こうした定義は，Dahl（１９６１）の古

典的な定義である包括的参加と異議申し立てと

いう２つの指標によって民主主義を考察するの

と同様のものといえる。これは政治体制のタイ

プの違いを連続的なものとしてとらえ，民主主

義の度合いを数値化していくことを前提として

いると考えてよい。

（注５） 例えば，O’Donnell（１９９７）の「民主

主義の定着」に対する批判は，このタイプのも

のである。

（注６） 例えば，Keefer（２００７）は明示的に

新しい民主主義においては，政治競争者が提示

する将来の政策について，選挙後のその政策へ

のコミットメント保証が十分になされないため，

クライエンタリズムが強まる傾向になることを，

理論的，実証的に示した。そこでは公共財の提

供より，地方ボスの票の動員に依存することに

なり，その地方ボスの利益にかなう特定ターゲ

ットへの財政的な支援が効果を持ち，ひいては

汚職の可能性が高まるという。これは制度その

ものの実効性が脆弱であることがカギとなる議

論である。Andrews and Montinola（２００４）は，

新しい民主主義体制においては，拒否権プレー

ヤーの多いほうが法の支配が確立しやすいとし

ているが，それは拒否権プレーヤーが多くなれ

ばなるほどレントシーカーが取り込まなければ

ならない対象が増えることを意味し，レントシ

ーカーへのレント提供を脅かす一般的な公共サ

ービス提供の法律の成立を阻止するのが難しく

なるため，と説明する。いずれも新しい民主主

義が特定ターゲットの資金移転，レントシーキ

ングなどの問題を引き起こす可能性があること

を指摘しており，それは民主主義制度の信頼を

高めることには資さない。

（注７） こうした整理については，Collier

（１９９９），Rosendorff（２００１）を参照。

（注８）１９７０年代以降の民主化を 「第三の波」

として取り扱ったHuntington（１９９１）にしても，

民主化の原因のなかでも重要なものとして，経

済発展を指摘している。

（注９） ただし，アーモンドとバーバは，シ

ビック・カルチャーをミクロレベルでの個々人

の価値，態度としてとらえ，リプセットのよう

に経済発展から必然的に生み出されるミドル・

クラスの規範という考え方とは一線を画してい

る［Almond and Verba１９６３，９］。

（注１０） 本稿では概念的に「キャピタリスト」

との混同を避けるため，「資本家階級」という用

語は用いず，「ブルジョワジー」を用いている。

（注１１） ３つの政治体制に加え，インドの民

主主義を，近代化を伴わない民主主義として第

４の類型として設定している。

（注１２） 経済的に支配的な階層が民主主義を

受容したことが重要であるとしている。

（注１３） Gates et al.（２００６）は民主主義，独裁

制双方を含めて，政治制度の安定が，民主主義

と独裁の中間形態の場合，低くなることを示し

ている。すなわち，制限された民主主義や競争

的独裁制は他の政治体制に転換する可能性が高

いということである。

（注１４） 付け加えれば，先のアーモンドとバ

ーバもシビック・カルチャーの議論が個人の合

理的選択を前提としたアプローチと多くを共有

することを述べたうえで，それに付け足す「何

か他のもの」（“something else”）という表現で

シビック・カルチャーをとらえると述べている

［Almond and Verba１９６３，２９―３０］。

（注１５） なお，Cleary and Stokes（２００６）は，

パットナムの議論を批判し，市民の間の個人的

な信頼が民主主義を強化するのではなく，むし

ろ，市民のリーダーに対する不信感が民主主義

制度を必要とし，強化する，と主張する。

（注１６） 異なる立場の間で，相手方の議論を

自らのロジックで解釈し直す動きもある。例え

ば，歴史制度論の議論を，ゲーム理論を使って

ミクロの論理で説明し直すなど。Greif and Laitin
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（２００４），Pierson（２００４）参照。

（注１７） 民主主義制度の枠内で，将来におけ

る権力掌握の可能性を考えると，異なる勢力が

拮抗する状況のほうが，圧倒的多数と少数に勢

力が分裂しているより，民主主義制度を尊重す

るインセンティブが高くなるように思われる。

しかし，これはそうした可能性だけで考えるべ

きではなくて，制度を逸脱する行為によって権

力を奪取できる可能性や，そうした行為に伴う

コストなども利得の計算に組み込む必要がある

［Chacon, Robinson and Torvik２００６］。

（注１８） 例えば，Magaloni（２００６）はメキシ

コの事例から，制度的革命党（PRI）が選挙管理

委員会に対し独立性を保障するようになったの

は，コミットメント問題の解決のためと説明し

ている。

（注１９） 言うまでもなく，Lijphart（１９９９）は

その後，多極共存型民主主義モデルを発展させ

る形で合意形成モデル（consensus model）を提

示しているが，その基本的なロジックは，執政

府の権力分有や多党制，比例代表制などにもと

づく，拒否権プレーヤーの増加である。拒否権

プレーヤーの理論的な論稿として，Tsebelis

（２００２）。

（注２０） これにさらに一方のプレーヤーのタ

イプについて「良い」か「悪い」かの確率を組

み込んで情報不完全なゲームとして完全ベイジ

アン均衡としてモデルを作ったのが，de

Figueriedo and Weingast（１９９９）である。

（注２１） 民族集団については，その成り立ち

についてそれが自然発生的なものと見る見方（本

質主義）と，道具的なものと見る見方があるが，

ここではそうした議論には深入りしない。

（注２２） 政策帰結と政治体制の関係は，以上

のような中位投票者定理を基本とした異なる社

会階層間の再分配をめぐる競争として理解され

るのと同時に，もう一方で，Riker（１９６２）の最

小勝利連合（minimum winning coalitions）の議

論を援用して，政治的権力を保持するために必

要な支持基盤をどのように確保するか，という

議論とも関係している［Bueno de Mesquita et al.

２００３］。支持基盤となる「勝利連合」が何かと

いうことによって，税率，さらには，財政支出

が，公共財に向かうのか，特定のターゲットに

向けた支出に向かうのか，ということが決まっ

てくる。これは権力者を選抜する「制度」（選挙

に限らない）によって政策帰結が変化するとい

うことを議論したものである。

（注２３） 特に近年の内生的な制度（endogenous

institutions）の議論は，民主主義の安定に大きな

意味を持つと考える。Greif（２００６）参照。
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